
平成 29年度事業報告 
自 平成 29年 4月 1日 ～ 至 平成 30年 3月 31日 

 
○平成 29年度の事業と収支の概要 
東京大学運動会は、東京大学における体育及び運動の進歩普及を図り、且つ汎く学生等

への支援を行うことを目的としている。 
【運動部支援事業】 
東京大学の運動部への指導・助言および支援・助成を行った。 
主な支援・助成 
・各運動部へ活動支援として部費の配分 約 610万円 
・各運動部へ活動支援として調整費の配分 約 290万円 
・運動会報等印刷代 約 260万円 
・運動会総務部の会議、総合体育大会開会式・閉会式への出席のための会議費旅費交通費等経費 約 95万円 
・七大学総合体育大会、双青戦（東京大学京都大学総合対校戦） 運営分担金 60万円 
【イベント開催事業（講習会、スポーツ大会の主催等）】 
東京大学に所属する学生・教職員へのスポーツ機会の支援・助成を行った。 
・講習会、スポーツ大会の開催  
・運動用具の貸出（ソフトボール、サッカー等） 
平成 29年度に開催した講習会、スポーツ大会は以下のとおりです。（単位：円） 

開催月日 行事名 予算 行事費 

2017/4/1～ 行事広報 20,000 136,080 

2017/4/4 行事保険一括契約 260,000 309,214 

2017/4/5 女子お食事会 20,000 20,000 

2017/4/8 神宮応援ツアー（春） 2,500 2,400 

2017/4/10 駒場朝食半額キャンペーン 200,000 133,200 

2017/4/17～ 駒場運動会 400,000 344,652 

2017/5/15 フレッシャーズミーティング 0 3,168 

2017/5/26 自炊教室 0 17,215 

2017/5/27 アーチェリー講習会 15,000 13,553 

2017/6/14 ボウリング講習会① 20,000 22,899 

2017/6/17 馬術講習会① 5,000 3,117 

2017/7/18 附属学校合宿 150,000 150,000 

2017/9/3～ 総長杯野球大会 30,000 29,126 

2017/10/1～ 総長杯サッカー大会 150,000 22,000 

2017/10/8 神宮応援ツアー（秋） 2,500 2,373 

2017/11/23 グライダー搭乗会 20,000 15,382 

2017/12/10 馬術講習会② 5,000 832 

2017/12/21 一人暮らしのための料理教室 15,000 21,515 

2017/12/23 スケート講習会 150,000 151,709 

2017/12/23 総長杯レガッタ 250,000 360,075 

2018/1/5～ 主将合宿 450,000 397,381 

2018/2/17～ 東大スポーツフェスティバル 400,000 300,828 

2018/3/16～ スキーツアー 230,000 259,288 

2018/3/28 ゴルフ講習会 30,000 18,992 

2018/3/29～ フライングオリエンテーション 80,000 5,761 

2018/3/28～ 行事協力金（各部へ） 2,000,000 1,994,400 

2018/3/31 馬術講習会等行事参加費用 - 500,650 



○処務の概要 

1．会議に関する事項 

（１）理事会 

開催年月日 協議事項 備考 

2017（平成 29）年 

6 月 16 日（金） 

 

１. 2016（平成 28）年度事業報告の件 

２. 2016（平成 28）年度収支決算の件 

３. その他 

 

2018（平成 30）年 

2 月 12 日（火） 

１. 役員改選の件 

２. 2018（平成 30）年度事業計画の件 

３. 2018（平成 30）年度収支予算の件 

４. その他 

 

（２）評議員会 

開催年月日 協議事項 備考 

2017（平成 29）年 

6 月 21 日（水） 

 

１. 2016（平成 28）年度事業報告の件 

２. 2016（平成 28）年度収支決算の件 

３. その他 

 

2018（平成 30）年 

2 月 22 日（木） 

１. 役員改選の件 

２. 2018（平成 30）年度事業計画の件 

３. 2018（平成 30）年度収支予算の件 

４. その他 

 

（３）その他の会議 

該当なし 

 

2．許可・認可・承認・証明に関する事項 

該当なし 

 

3．契約に関する事項 

該当なし 

 

4．寄付金に関する事項 

該当なし 

 

5．主務官庁の指示に関する事項 

該当なし 

 

6．その他の重要事項 

該当なし 

 

 

 

 



平成 29年度事業報告（附属明細書） 

 

 事業報告の内容を補足する重要な項目がないため、事業報告の附属明細書は作成してい

ない。 

 


